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 ホルムズ海峡の封鎖は、原油価格を始めとする国際エネルギー市場の価格を高騰させ、

深刻なエネルギー供給不安を引き起こし、国際エネルギー市場の安定を根底から揺さぶる

ことになった。世界のエネルギー消費国また消費者にとって、エネルギー安定供給確保が

最重要課題となり、そのための対策に邁進する日々が続いている。その意味で、日々の暮

らしや経済を守るための安定供給対策が一種の「危機管理」として、あるいは Contingency 
Planning の一環として、強力に遂行されつつあるのが今日の世界の実情であると言えよう。 
 
 この危機管理対策・Contingency Planning の実行は、今日のエネルギー安定供給確保に

とって極めて重要であることは言を俟たない。同時にこの対策遂行の裏側で、危機に対応

するための中長期エネルギー政策が準備され、実行に移されつつある点にも留意する必要

がある。それは、エネルギーの需給構造改革を通じて、中長期的な時間軸でエネルギー安

全保障強化を目指す取り組みである。換言するならば、エネルギー安全保障を強化するた

めのエネルギー転換に向けた政策・戦略が動き出そうとしているといっても良い。 
 
 このエネルギー転換の先行きを占う上で、歴史的な観点から、あるいはマクロ的・俯瞰

的な観点からエネルギー転換の成否を左右する要因について考察することは有意義である

と考えられる。以下、この小論では、国際エネルギー市場の歴史の中から、エネルギー転

換を左右してきた重要な要因・要素を抽出し、今後のエネルギー転換を検討するための示

唆を得るための検討を行う。 
 
 そのため、まず「エネルギー転換」とは何か、を提示することが必要である。様々な定

義がありうるが、この小論の議論のため、「長い時間軸の中で形成され、現時点で支配的で

あるエネルギー需給構造から、大きく異なる需給構造へ変容・転換していくこと、あるい

はそのプロセスを指す」、としたい。そこで、まず考えるべきポイントは、現時点で支配的

となっているエネルギー需給構造には、それなりの合理性があり、その合理性ゆえに支配

的な地位を確立するに至っている、ということである。その場合の合理性は、基本的には

経済合理性であり、過去からの様々な選択・判断・意思決定が、基本的には経済合理性に

基づいて為され、その集積・総和が現在のエネルギー需給構造となって結実している、と

いうことになる。 
 
 となると、その支配的なエネルギー需給構造からの変容・転換を発生させ、大きく需給

構造を変えていく原因となるのは何かを問う必要がある。筆者は、この小論においては主

に 2 つの重要な要因・要素を挙げて考察を進める。第 1 は、技術進歩・技術革新や供給フ

ロンティアの革新が市場に引き起こす自律的な変化の影響を挙げたい。この場合、「自律的

な変化」という言葉が鍵であり、技術進歩や供給フロンティアの変化が、エネルギー選択

における経済性を変化させ、エネルギー市場において自然体で重大な変化が進行すること

になる。 
 
 例えば、内燃機関自動車の発明と普及は、石油需要の劇的な拡大の道を開いた。また、

巨大な石油資源の発見と開発の促進は拡大する石油需要を潤沢に満たす役割を果たした。

第 2 次世界大戦後の中東石油の急速・大幅な拡大は、エネルギー源としての石油の競争力

を一気に高め、石炭から石油へのエネルギー転換、日本で言うところの「エネルギー流体
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革命」を引き起こした。また、近年の事例で言えば、水平掘削技術と水圧破砕技術の組み

合わせと利用拡大は、米国の石油・天然ガス生産を劇的に拡大させ、米国を巨大な輸入国

から、世界最大の生産国・輸出国へと変貌させる「シェール革命」を可能にした。 
 
 これらの事例の重要な点は、上述した劇的な変化は、市場における自律的な変化であり、

起業家精神に富んだ市場プレイヤー等による技術や資源・供給フロンティアの変化が、該

当する選択肢の経済性や競争力の強化をもたらし、それがエネルギー需給構造を変えてい

った点である。 
 
 他方、第 2 の重要な要素はいわゆる「外部性（Externalities）」への対応のため、意識的・

戦略的にエネルギー需給構造を変えていくための政策の影響である。市場に全てを委ねた

選択は、短期的な視点では最も経済合理性の高いものとなる場合が多いが、それはエネル

ギー安全保障や環境保全などの観点で、様々な問題・課題・脆弱性をもたらすこともある。 
 
 中東石油への高い依存、欧州にとってのロシア産エネルギーへの依存、重要鉱物におけ

る特定供給源への依存、そして化石燃料中心のエネルギー利用から生ずる気候変動リスク

などがそれにあたる。これらの問題から、現実にエネルギー危機が発生したり、異常気象

の頻発などから気候変動による深刻な影響が懸念されるようになったりすると、自然体で

選択されたエネルギー需給構造からの変革が追求されるようになるのである。 
 
 第 1 次石油危機以降のエネルギー安全保障政策遂行で、世界の一次エネルギーにおける

石油のシェアは 1973 年をピークとして今日まで低下を続けることになった。とりわけ、エ

ネルギー安全保障政策が強力に遂行された OECD においては、エネルギー需給構造の改革

は大きく進んだ。ウクライナ危機によって深刻な打撃を受けた EU は「REPowerEU」計画

に象徴される「脱ロシア政策」推進に動いた。また、京都議定書、パリ協定と段階的に低

炭素化から脱炭素化へと対策の強度を上げ、カーボンニュートラル目標を掲げることで、

さらにエネルギー転換推進を図る動きが世界で一時は急速に展開されるに至った。 
 
 これらの動きは、いずれも、市場に任せるだけでは解決が困難な問題、「外部性」への対

応であり、そのための強力な政策介入が必要である点で共通している。そして、過去の事

例からも明らかなとおり、政策によるエネルギー転換推進は時に重要な効果・成果をもた

らしてきているのである。ホルムズ海峡危機の最中にある世界は、今回の危機で痛感させ

られることになった脆弱性に対応し、それを克服するための政策に乗り出すことになる。

これまで自然体で選択していたホルムズ海峡依存をどう低下させるのか、これから取組み

が本格化していくことになろう。しかし、自然体からの離脱は、当然のことながら「追加

的なコスト」の発生を覚悟しなければならない。 
 
 ホルムズ海峡危機への対応も含めた「外部性」への対応によるエネルギー転換がどのよ

うに進んでいくかを左右する要因が幾つかある。第 1 には、当該外部性による現実の被害・

打撃がどの程度深刻なのか、という問題がある。当然、被害・打撃が深刻であるほど、対

応策は強力になり、エネルギー転換推進効果は大きくなる。この点、被害・打撃の時間・

期間も重要であり、ごく短期間あるいは一過性となれば、「喉元過ぎれば熱さ忘れる」こと

もある。第 2 は、対応策を実施するための経済的な能力・余力の多寡が重要である。いく

ら問題が深刻でも、経済的能力が伴わなければ十分な対応は難しい。そして第 3 に、政府・

経済界・国民の総体として、対策の結果として発生しうるコスト上昇を許容する覚悟の強

弱がある。これは、第 1 及び第 2 の要因とも密接に関連するが、今日の世界の実情を勘案

すると、極めて重要な影響要因となる。技術革新等による自律的変化の可能性も含め、エ

ネルギー転換の成否を支配する諸要因がどのように作用していくのか、その効果がどの程

度強力に働いていくのか、に注目していく必要がある。 
以上 
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